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軍隊の行為規範としての「合理的な指揮官」基準の適用 

―慣習国際法上の比例原則の観点からの一考察― 

 

 １．はじめに 

赤十字国際委員会（以下、「ICRC」）が発行した『軍事作戦における国際法ハンド

ブック』によれば、軍指揮官は、武力紛争において攻撃する際、その攻撃に関して国

際人道法上いくつかの制約が課せられていると述べられている1。最も基本的な原則と

して区別原則があり、これは軍事目標のみを攻撃対象とし、それ以外のものは尊重し

保護するというもので、目標を区別しない攻撃は無差別攻撃とされ禁止されている2。

また、予防原則と呼ばれる義務も指揮官に課せられており、この原則は攻撃に先立つ

軍事目標の選定から攻撃の実施に至るまで無差別攻撃を防止し文民と民用物への被害

を最小限に抑える措置をとる義務とされている3。 

   さらに、国際人道法においては軍隊が攻撃を行う場合、たとえ攻撃対象が軍事目標

であったとしても紛争当事者の攻撃が最終的に国際人道法上適法と考えられるのは、

当該攻撃によって生ずる敵対行為に直接参加しない文民および民用物への付随的損害

（collateral damage）が許容範囲内に抑えることができる場合と定められており、こう

した考え方を比例原則と呼んでいる。この比例原則は、ジュネーヴ諸条約第 1 追加議

定書（以下、「API」）第51条第5項(b)や第57条第2項(b)などにおいてその考えが反映

されている。API第51条第5項(b)には下記の様に記述されており、こうした攻撃を比例

原則違反、すなわち無差別攻撃と定めている4。 

 

「予期される具体的かつ直接的な軍事的利益との比較において、巻き添えによ

る文民の死亡、文民の傷害、民用物の損傷又はこれらの複合した事態を過度に

引き起こすことが予測される攻撃」 

 

この様に比例原則は、攻撃によって直接得られる軍事的利益と予想される付随的損

害を比較し、その均衡が保たれている限り国際人道法上適法であるとされ、その比較

の考察は攻撃側の判断に任されている。そして、軍隊がこの様に禁止されている無差

別攻撃の発生―過度な付随的損害の発生―を予測しながら、実際にそれを行った場

合、API上における重大な違反行為と見なされるとされる5。国際刑事裁判所に関する

ローマ規程の第8条第2項(b)(ⅳ)には比例原則の違反が戦争犯罪を構成することを明示

しており、比例原則は既に慣習国際法の一部を形成していると考えられる6。 

   しかし、比例原則がこの様に慣習国際法として考えられる一方、この比例原則がど

う解釈されて付随的損害を予測しその損害を評価するのかということについてコンセ

ンサスは未だ存在していない。この点に関し、比例原則の判断は主観的な基準に基づ

くべきであるという主張から、客観的な基準を設けるべきであると主張するものまで

存在しているのが実情である7。 

そして、こうした複数の学説が存在する中において、この評価基準として「合理的

な指揮官」基準とよばれる解釈が近年有力に主張されている。しかし、裁判規範とし

て発達してきたこの基準が果たして、実定法上、指揮官の行為規範として用いること

ができるのかという点については未だ明らかとは言い難い。本稿では、この「合理的
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な指揮官」基準が軍隊の指揮官にとって行為規範として用いることができるのかとい

う点を問題認識として検討し結論を導いている。 

 

２．主観的基準と客観的基準―「合理的な指揮官」基準―の存在 

上記で触れた通り、国際人道法では全ての戦闘員に対し、区別原則、比例原則、予

防原則を負わせている。一般的に攻撃の可否を決定する軍隊の指揮官にとって比例原

則に関する判断は、指揮官が軍事目標に対して攻撃を行うか否かを決定する重要な結

節となっていることから8、この比例原則においていかなる評価基準が用いられるのか

を明らかにすることは軍隊にとって重要な意義を有する。しかしながら、こうした攻

撃時における検討の際、どの様な比例原則の解釈から付随的損害の発生を予測して評

価するのかということに関しては、下記に示した様な主張が対立しているのが現状で

ある。 

この点について、イザベル・ロビンソン（Isabel Robinson）とエレン・ノーレ（Ellen 

Nohle）は、この付随的損害の評価に関して、指揮官の主観に基づいて評価されるとす

る考え方がある一方、対照的に、評価にはある程度の客観性が必要であるという考え

方が存在していると述べている9。同様に、エンツォ・カンニザーロ（Enzo 

Cannizzaro）も、慣習国際法の一部として考えられているこの比例原則について、主

観的基準と客観的基準の二つの評価基準が存在していることを明らかにしている10。

この様に慣習国際法上の比例原則の解釈には二つの基準が存在していると考えられる

ものの、主観的基準に従うべきか、客観的基準に従うべきかについて、明確な答えが

存在していない11。ICRCのAPIコメンタリーでは、API第57条第2項(a)(ⅲ)について解

説した箇所において、攻撃の評価にあたっては指揮官の主観的な要素がある程度ある

としつつ、その解釈は指揮官の常識と誠意の問題であると述べられ、あらゆる攻撃に

おいて指揮官は人道的考慮と軍事的利益を慎重に秤にかけなければならないと解説さ

れている12。 

こうした評価基準の内、主観的基準についてミヒャエル・ボーテ（Michael Bothe）

が著書で説明している13。この基準は、付随的損害と軍事的利益の二つの変数のバラ

ンスから成立しており、比較困難な価値の評価を伴う。また、この分析には政治的、

経済的、社会的要因などが含まれており、こうした定量化できない要因を考慮するた

め、判断は意思決定者の主観に依存せざるを得ない。ボーテは、比例原則における違

反を起こさないため、紛争当事国は紛争の状況に適合した交戦規則を発行することに

より作戦部隊の指揮官がその裁量を行使できる限度を明らかにしなければならないと

述べている。また、この責任を果たすため図上演習などの訓練を行うなどにより比例

原則を適切に判断する能力を養う必要があるとしている14。ボーテの説明に従えば、

比例原則における主観的基準は指揮官個々人の経験に還元されるものとされ、複数の

非定量的な考慮要素を踏まえて結論が導出されるものであり、このために熟練した判

断能力が指揮官に求められることになると考えられる。 

この様に、比例原則に関する主観的基準が主張される一方、より客観的な基準を比

例原則の評価基準に据えるべきであるという立場が存在している。イアン・ヘンダー

ソン（Ian Henderson）とケイト・リース（Kate Reece）は、自身の論考において「合

理的な指揮官」基準と呼ばれる評価基準について説明している15。ヘンダーソンとリ



3 

 

ースによれば、この基準が、北大西洋条約機構（以下、「NATO」）が旧ユーゴスラ

ビア連邦共和国に対して1999年に実施した爆撃において、国際人道法の重大な違反の

事実を調査するために設立された委員会が作成した「ユーゴスラビア連邦共和国に対

するNATOの行った爆撃を検討するために設立された委員会による検察官への最終報

告書」の中において、比例原則の妥当性を評価する基準として採用されていると述べ

ている。同報告書では、この「合理的な指揮官」基準について以下の様に記述されて

いる16。 

 

49. 比例原則を適用する場合、以下の問題が残る。 

a） 得られた軍事的利益と非戦闘員の負傷、および、または民用物への損

害にそれぞれ割り当てられる価値は何か。 

b） 算出に何を含め、何を除外するのか。 

c） その時間もしくは場所における測定の基準は何か。 

d） 軍指揮官には、文民の死傷者や民用物への損害を抑えるために、軍隊

を危険にさらす義務がどの程度あるのか。 

50. これらの問題に対する答えは単純ではない。ケースバイケースで解決す

る必要があるかもしれないし、意思決定者の経歴や価値観によって答えが異

なる場合がある。人権派弁護士と経験豊富な軍指揮官が、軍事的利益と非戦

闘員の負傷に関して、同様の価値を割り当てることはあり得そうにない。さ

らに、異なる教義、戦闘経験、軍事史観を持った軍指揮官らが、似たような

事例で常に同様の決定をするとは限らない。相対的な価値の決定は「合理的

な指揮官」による決定でなければならない。 

 

上記の通り、この報告書では「合理的な指揮官」基準を採用し、軍隊の指揮官に対

してパラグラフに示されている項目を評価に踏まえることを要求しており、一定の注

意義務を課した客観的基準を採用していることが分かる。黒﨑将広は、この「合理的

な指揮官」基準について、比例原則を適用する際、合理的に情報を十分に知らされた

指揮官が攻撃から生じる過度の被害を利用可能な情報を合理的に用いて予見すること

ができたかどうかが重要であると述べている17。この基準に関しては上記報告書以外

でも、ヒューマンライツウォッチが作成した『主張：殺人ロボットの危険性と先制禁

止の必要性』や18、ハーバード大学の人道政策・紛争研究プログラムが作成した『航

空・ミサイル戦争に適用される国際法に関するマニュアル』においても採用されてい

る19。 

また、この基準は既に裁判規範として採用されている。1992年にボスニアのセルビ

ア人勢力によるサラエボ市の軍事包囲に関係したガリッチ将軍の国際人道法の違反に

ついて旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所（以下、「ICTY」）で争われた「ガリッチ事

件」の判決文にもこの基準があらわれている。そこではまずパラグラフ57において、

無差別攻撃の禁止はすべての武力紛争に適用される慣習国際法上の規則を反映してい

るとした上で、パラグラフ58において「ある種の無差別攻撃は比例原則に違反し…攻

撃が比例的であったかどうかを判断するにあたっては、実際の加害者の状況におい

て、合理的に十分な情報を得た者が、入手可能な情報を合理的に利用し、その攻撃に
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よって過度の文民の犠牲が生じることを予期し得たかどうかを検討する必要がある」
20と述べられ、慣習国際法上の比例原則の解釈として「合理的な指揮官」基準が裁判

規範として採用されている。ヘンダーソンとリースは様々な場所においてこの「合理

的な指揮官」基準が採用されている事実に言及し、この「合理的な指揮官」基準が有

力な比例原則の評価基準であると主張している21。 

しかし、この「合理的な指揮官」基準が慣習国際法上の比例原則の評価基準として

存在していると有力に主張される一方、黒﨑は裁判規範として定式化された当該規範

を行為規範としてどこまで戦場の指揮官に説得的に提示することができるのかについ

て懸念を示している22。同様の問題認識はイェルーン・ヴァン・デン・ブガード

（Jeroen van den Boogaard）も述べており、「合理的な指揮官」基準は司法における法

理として導入されたものであることを想起する必要があり、指揮官の行為規範として

実質化できるかどうかは検討の余地があるとしている23。 

尾高朝雄は、法とは社会規範（行為規範）と裁判規範の二重の規範を兼ね備えたも

ののことであるとし24、そうした観点からすると、国際法は国内法に比べて著しく発

達が遅れていると述べている25。この点に関し、田畑茂二郎は国際法の性質につい

て、国際社会が十分に組織化されていないためそれを反映して分権化された性格をも

っていることが否定されえないと断った上で、しかし、国際法についても法的な規範

の性質を有していると明らかにしている26。そして、実定法のみを法とする法実証主

義が現代の国際法学において支配的な考え方とされていることを踏まえると27、厳密

に両規範を備えている国際法は条約と慣習国際法に限定される28。然るに本稿におい

て検討する慣習国際法上の比例原則についても、この方法論に従えば、行為規範と裁

判規範の両規範を備えていると考えることができる。以上を踏まえると、ICTYなどを

通じて発達してきた慣習国際法上の比例原則の解釈である「合理的な指揮官」基準と

いう国際刑事法における解釈が、国際人道法を実際に取り扱う軍隊の指揮官の行為規

範として用いることができるのか―国際人道法の分野に国際刑事法の解釈を持ち込む

ことができるのか―という点に本稿の問題が所在しているのではないかと考えられ

る。 

過去にも、第二次世界大戦後の戦犯裁判でみられるようになった「上官の不作為責

任」が、APIにおいて明文規定として設けられた例があり29、国際刑事法で発達した考

えを国際人道法の分野へ持ち込むこと自体は可能なことであると考えられる。このた

め、本稿において、実際に国際人道法を適用して軍事作戦を遂行する軍隊の指揮官に

対し、「合理的な指揮官」基準を軍隊の行為規範として用いる国が現れ始めており、

また、その解釈を用いることが軍隊のメリットにもなるということが明らかにできれ

ば、軍隊の指揮官の行為規範として用いれる可能性を示すことになり、国際刑事法に

おいて発達したこの解釈もまた、国際人道法の分野へ持ち込むことが可能になるので

はないかと思われる。 

以上の様に、近年、客観的基準として「合理的な指揮官」基準が有力説として唱え

られているが、裁判規範として発達したこの「合理的な指揮官」基準が実際の軍隊の

指揮官に行為規範として用いることができるのかは明らかではない。そこで本稿で

は、この「合理的な指揮官」基準という解釈が、実際に軍事行動に従事する軍隊の指

揮官の行為規範として用いることができる―国際刑事法の分野の解釈を国際人道法の
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行為規範に持ち込むことができる―のかという点を問題認識とし、以下において明ら

かにしたいと思う。 

このため、以下では二つの観点からの分析を行う。まず次節では各国軍隊のマニュ

アルなどの分析を行い、各国軍隊がどういった解釈を採用しているのかを明らかにす

る。各国のマニュアルなどの分析を通じて「合理的な指揮官」基準を採用している国

が既にあれば、軍隊の指揮官の行為規範として用いることができることの論拠の一つ

になるのではないかと考えられる。続く節では主観的基準と「合理的な指揮官」基準

とを定量的に比較し、何れの基準が軍隊の指揮官にとって有効であるのかについて分

析する。「合理的な指揮官」基準を用いた場合の方がより付随的損害の発生を抑制し

ながら軍事目的を達成できるメリットがあると言えれば、その解釈を用いるインセン

ティブが軍隊の指揮官に作用するため、軍隊の指揮官にとって用いることができると

言えるのではないかと思われる。こうしたこれまでの先行研究にはなかったそれぞれ

の分析を踏まえて、「合理的な指揮官」基準は軍隊の指揮官に用いることができるの

かどうかについて明らかにし、本稿の問題認識に対する結論を導きたいと思う。 

 

３．各国軍隊における比例原則の評価 

前節で見てきた様に、比例原則には二つの学説が存在していることを確認したが、

では、いずれの評価基準が各国軍隊において実際に採用されているのであろうか。取

り分け、近年有力に主張されている「合理的な指揮官」基準―軍事目標への攻撃の

際、その状況において得られる全ての情報に基づいて検討した結果、過度に文民や民

用物への付随的損害が発生しないと合理的に予見したか否か―は各国にどの様に扱わ

れているのであろうか。本節では、まず、各国軍隊のマニュアルなどの状況を分析し

て、この基準が行為規範として用いることができるのかを明らかにする。 

(1) 米国の『戦争法マニュアル（Law of War Manual）』 

まず米国であるが、国防総省が発出している『戦争法マニュアル』において「合

理的な指揮官」の基準が採用されていることが確認できる。まず、パラグラフ

5.10.2.1「 比例原則の決定を行う権限の必要性」の項目では「 比例原則の判断に

は、通常、軍事作戦に対する権限を必要とする。 例えば、攻撃によって得られる軍

事的利益を評価するには、攻撃側が採用している戦略の理解、または、攻撃が行わ

れる戦略・作戦状況についての情報を知ることが必要になる」と述べられ、指揮官

が比例原則を適切に評価するには軍事行動に関する情報を十分に理解しておく必要

があることを示している30。 

そして、次のパラグラフ5.10.2.2「比例原則の判断のための『合理的な指揮官』基

準」の項目では、「指揮官は、予想される軍事目標の軍事的重要性と、文民の付随

的損害が過大にならないと予想される理由を説明できなければならない」と述べら

れ、米国が明らかに「合理的な指揮官」基準を採用しているということがわかる
31。こうしたことから、米国においては「合理的な指揮官」基準を指揮官の行為規

範に据えていると思われる。 

(2) 英国の『武力紛争法統合マニュアル（JSP 383 The Joint Service Manual of the Law of 

Armed Conflict）』 

    次に英国であるが、国防省が発出した『武力紛争法統合マニュアル』を分析する
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と、比例原則を適用する場合「起こりうる文民の犠牲を、攻撃によってもたらされ

ると予想される軍事的利益と比較衡量しなければならない。…比例原則の適用は必

ずしも単純ではない。文民への危険を最小限に抑える攻撃方法が、攻撃部隊への危

険を増大させる場合もある。攻撃側が受け入れなければならない危険の程度につい

て、法は明確ではない」と述べられている32。この箇所を読む限りでは、どの様な

評価基準を採用しているのかについて明確ではない。 

    しかし、「攻撃を計画または決定する者は指揮官であり、軍事目標を確認し、付

随的損害を減らすための措置を講じ、比例原則に反する攻撃を控える義務がある」

と述べられ33、「攻撃の計画、決定、実行に責任を負う指揮官がその責任を果たし

たかどうかを検討する際、指揮官が関連する時点において入手可能な情報の評価に

基づいて」34判断したかどうかを検討しなければならないと示されている。この様

な記述を読む限り、英国が「合理的な指揮官」基準を明確に採用してはいないもの

の、それに近い基準を採用していると思われる。 

(3) フランスの『軍事作戦法マニュアル（Manuel de Droit des Opérations Militaires）』 

2022年にフランス国防省は新たに『軍事作戦法マニュアル』を発表している。こ

のマニュアルでは「比例原則は、文民や民用物に対する付随的損害の影響に関する

ものである。このような付随的損害は、軍事目標の近接性 、使用される兵器の精

度、標的とされる軍事目標の性質など、多くの要因に関連している。これらの要因

はすべて攻撃前に考慮されなければならない。文民に対する付随的損害は、予見可

能であれば、直接的であるか間接的（または連鎖的）であるかにかかわらず考慮さ

れなければならない」と述べられ、「攻撃の比例性は、入手可能な情報に照らし

て、攻撃によって予見される損害と、攻撃によって予想される具体的かつ直接的な

軍事的利益とを比較し、ケースバイケースで評価される」35と示されている。 

    さらに、「ICTYは、攻撃が比例的であったかどうかを判断するためには、攻撃者

が状況について十分な知識を持っていたかどうか、また攻撃時に入手可能な情報を

十分に利用したかどうかを評価する必要があり、それによって攻撃によって文民に

過度の損害が生じることを予見すること」36と「ガリッチ事件」の判決を引用して

説明している。こうしたことから、フランスが「合理的な指揮官」基準を採用して

いるとは言えないものの、それを参考にしていることがわかる。 

(4) ドイツの『ドイツ武力紛争法マニュアル（Law of Armed Conflict – Manual –）』 

    ドイツ連邦国防省は2013年に『武力紛争法マニュアル』を発出している。そのマ

ニュアルの中において比例原則について述べられており、そこでは「武力紛争法で

承認されている比例原則は、常に遵守されなければならない。すなわち、軍事目標

に対する攻撃であって、予想される具体的かつ直接的な軍事的利益との比較で過剰

となるような、付随的な文民の殺傷、民用物の損害、または、これらの複合を引き

起こすと予想されるものは禁止される」と示されている37。 

    また、「攻撃において、責任ある指揮官は、軍事目標を攻撃する前に、以下の予

防措置をとらなければならない」と述べられ、「文民の付随的損害を回避し、いか

なる場合でも最小限に抑えることを念頭に置いて、攻撃の手段と方法を選択するこ

と」、「予想される具体的かつ直接的な軍事的利益に比して過大な文民の付随的損

害をもたらすと予想される攻撃を行わないこと」などが示され、「攻撃の決定は、
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その時点で入手可能なすべての情報に基づいて下されなければならない」とされて

いる38。 

    この様に、ドイツのマニュアルでは明確に「合理的な指揮官」基準が採用されて

はいない。しかし、ドイツでは、入手可能な情報に基づいて予想される付随的損害

が過度になると結論が得られる場合、指揮官は攻撃を行ってはならないと述べられ

ており、英国同様、「合理的な指揮官」基準に近い基準を採用していると思われ

る。 

(5) オーストラリアの『オペレーションシリーズ ADDP 3.14 ターゲティング

（Operations Series ADDP 3.14 Targeting）』 

    オーストラリア国防省は2009年に『オペレーションシリーズ ADDP 3.14 ターゲテ

ィング』を発出している。このマニュアルにおいても比例原則について述べられて

おり「この原則は、司令官に対し、攻撃の成功から生じる軍事的利益と、文民や民

用物への影響とを比較衡量するよう求めるものである。比例の判断は最終的には指

揮官の問題であるが、可能な限り、この判断は指揮官の法律顧問から得た助言を受

けて行われるべきである」と述べられている39。 

    そして、「攻撃の計画、決定、実行に責任を負う指揮官は、関連する時点で入手

可能なすべての情報源から得た情報に基づいて評価を行わなければならない。オー

ストラリアは、APIに対する解釈宣言（特に第51条から第58条を含む）において、

この立場を明らかにしている」と明らかにしている40。またこの他にも、このマニ

ュアルにおいては軍事目標に対する攻撃実施の手続きについて詳細に定めており、

付随的損害を客観的に評価しようとしていることがうかがえるが、「合理的な指揮

官」基準を明確に採用してはいない。 

(6) カナダの『作戦・戦術レベルにおける武力紛争法（The Law of Armed Conflict at the 

Operational and Tactical Levels）』 

    カナダ軍法務は2001年に『作戦・戦術レベルにおける武力紛争法』を発出してい

る。このマニュアルにおける記述では「比例原則が尊重されているかどうかを判断

する際、測定の基準となるのは、軍事目的全体に対する予想される貢献である。予

想される軍事的利益は、文民や民用物への影響などと均衡を保たなければならな

い」と記述されている41。 

    そして、「司令官、計画立案者、幕僚は潜在的な軍事目標が合法的な目標である

ことを確認するために、実行可能なすべての措置を講じることが求められる。…要

求される注意義務が満たされたかどうかを判断するテストは客観的なものであり、

指揮官、計画立案者または幕僚は、その状況において合理的な人物ならしたであろ

うことを実行したかという基準を踏まえる」と示されている42。 

    この様に、カナダでは比例原則の評価基準が客観的基準でなければならないと明

らかにしており、その際の基準は、「合理的な指揮官」基準に極めて近い内容の評

価基準を用いていることがわかる。 

(7) ノルウェーの『ノルウェー武力紛争法マニュアル（Manual of the Law of Armed 

Conflict）』 

    ノルウェー国防省が2013年に発出した『武力紛争法マニュアル』では、比例原則

の評価について「比例評価に含まれるのは文民の損害のみであり、敵の軍事力に与
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える損害は含まれない。予想される文民の損失と損害を評価する場合、まず、文民

の数やその地域に関する情報、兵器の種類によって通常引き起こされる損害の範囲

に関する一般的な知識、その他の合理的に入手可能な情報などに基づいて、合理的

に予見可能とみなされる損害に焦点が当てられる。予想される付随的損害のみが評

価に含まれる。言い換えれば、攻撃の比例性は、攻撃時に入手できなかった情報か

ら評価することはできない43」と示されている。 

    そして、「比例評価の第一義的責任は…司令部レベルにある。このような評価に

は、とりわけ、状況および作戦の両方を効果的に概観することが必要である。…状

況が変化したり、計画とは異なることが判明したりした場合に、攻撃を中断または

中止する責任を負う44」とされている。 

    こうした記述を踏まえると、ノルウェーでは比例原則の評価に関し、当時入手し

得る情報に基づいて、過度に付随的損害が発生するか否かを合理的に予見しなけれ

ばならないとされており、また、その評価も状況が変化した場合には修正しなけれ

ばならないとされている。こうしたことから、このマニュアルでは「合理的な指揮

官」基準を明確に採用していないものの、それに近い内容の評価基準を採用してい

ると考えられる。 

(8) デンマークの『デンマーク軍国際法軍事マニュアル（Military Manual on 

international law relevant to Danish armed forces in international operations）』 

    デンマーク国防省は2016年に『デンマーク軍国際法軍事マニュアル』を発出して

いる。この中において比例原則の評価について「付随的被害と軍事的必要との比較

は、入手可能な情報の事実に基づく評価に基づいて、誠実に行われなければならな

い。…付随的被害と軍事的必要は数学的に計算することができず、比較することが

困難な場合が多い。比較は難しいが、何が過度であるかは通常認識できるだろう」

と示されている45。 

    そして、このマニュアルの第8章第4節にある「軍事目標と付随的損害の検証」の

項目において、付随的損害を評価する際、「その評価は客観的な根拠に基づいて行

われなければならないが、多くの場合、指揮官の見積もりに依存する。重要な問題

は、指揮官が、そのような状況において、職業的に合理的な指揮官であれば誰でも

下すであろう決定を下しているかどうかということである46」と述べられており、

「合理的な指揮官」基準をデンマークが採用していることがうかがえる。 

(9) イスラエルの『ガザでの作戦:事実と法的側面（The Operation in Gaza: Factual and 

Legal Aspects）』 

 イスラエルは2009年7月に、2008年12月から2009年1月にかけてイスラエル国防

軍がガザで行った軍事作戦に関する様々な事実と国際法上の問題について検討いた

『ガザでの作戦:事実と法的側面』を発出している。そのパラグラフ123において、

「国際法は、攻撃決定時に入手可能であった情報に基づき、合理的な指揮官の立場

から比例原則を評価する必要性を確認している。さらに、この評価は、明らかとな

った情報に基づいてじ後的に判断されるものではなく、その判断が下された時点に

おける予見可能性に基づいた評価である。このような観点は、条文に予期されたと

いう言葉が使われていることや、APIを批准する際に多くの国が行った宣言からも

確認できる」と示されている47。 
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    また、パラグラフ125においては「指揮官の攻撃判断を評価する際の核心的な問

題は、(a)指揮官が状況を考慮した上で、入手可能な情報に基づいて最善の決断を下

したかどうか、(b)合理的な指揮官であれば同様の結論に達することができたかどう

かである」と述べられ48、イスラエル国防軍がガザ地区における作戦間、攻撃決定

時に入手可能な情報に基づき、付随的損害と軍事的必要とを比較衡量するための広

範な措置をとったことを明らかにしている49。こうした記述からも、イスラエルが

「合理的な指揮官」基準を指揮官の比例原則の評価基準として採用していることが

明らかである。 

(10) ロシアの『ロシア連邦軍のための国際人道法マニュアル（Manual on International 

Humanitarian Law for the Armed Forces of the Russian Federation）』 

    ロシアは2002年に『ロシア連邦軍のための国際人道法マニュアル』を発出してお

り、その中で比例原則に関して「敵対行為の結果達成されると予想される利益に見

合わない損害を文民や民用物に与えてはならないということ」と述べ50、軍事目標

に対する攻撃を決定する場合、指揮官や幕僚は保護される文民・民用物の位置や使

用される兵器を考慮し、付随的損害が軍事的必要に比して過剰にならないようにす

る必要があることを述べている51。このロシアのマニュアルでは、当時の状況のす

べての情報に基づいて指揮官が合理的に付随的損害を予想するということについて

言及はなされておらず、こうした記述を踏まえるとロシアが主観的基準を採用して

いることが分かる。 

(11) 小 括 

    以上では、各国の国際人道法に関するマニュアルなどを分析し、各国が比例原則

に関してどの様な評価基準を用いているのかについて明らかにした。これらをまと

めると下記の表1となる。 

表1 

解 釈 「合理的な指揮官」基準              主観的基準 

国 

米国       英国               ロシア 

デンマーク    フランス 

イスラエル    ドイツ 

カナダ 

         オーストラリア 

         ノルウェー 

 

表1を見ると、「合理的な指揮官」基準を明確に採用している国は米国、デンマ

ーク、および、イスラエルの3ヶ国であったものの、分析の中においてその他の国

の中にも実質的に「合理的な指揮官」基準と同様の評価基準を採用している国が存

在していると思われた。一方、ロシアは主観的基準を評価基準に用いていると考え

られる。調査した国の中ではロシア一国しかこの基準を用いてなかったが、本節で

分析の対象となった国以外でもこの基準を用いている可能性が高いため、主観的基

準が少数説であるとは判断し難い。以上を踏まえると、比例原則の解釈として「合

理的な指揮官」基準が行為規範として慣習国際法上存在していると上記の国家実行
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の分析から判断を下すのはなお尚早であると思われるものの、米国をはじめとした

複数の国において「合理的な指揮官」基準がマニュアルで採用されている事実か

ら、国際刑事法において発達してきたこの解釈を軍隊の指揮官の行為規範として用

いることができると言えるのではないかと思われる。 

 

４．主観的基準と「合理的な指揮官」基準の比較 

前節では「合理的な指揮官」基準が、複数の国のマニュアルに受け入れられてお

り、軍隊の指揮官の行為規範として用いることができるのではないかと思われた。し

かし、実際にこの解釈を用いて付随的損害を予測したとして、その結果、主観的基準

を用いた場合と比べて付随的損害の発生の結果に差がないのであれば、敢えてこの解

釈を行為規範として用いる必要性は小さい。いずれの解釈に立って予測を立てよう

が、結果が変わらなければ、解釈を巡る法学上の対立は軍隊の指揮官からは等閑視さ

れるおそれがあると思われる。だが、「合理的な指揮官」基準を適用することによっ

て、より付随的損害の発生を抑制しながら軍隊の作戦を遂行し得るのであれば、軍隊

がこの基準を用いるインセンティブが作用すると考えられる。なぜならば、軍隊にと

って文民を大量に殺傷することのデメリットは大きく、より少ない文民の犠牲で軍事

作戦の目的を達成するに越したことはないからである52。米軍は文民の犠牲の発生を

抑制させることが軍事作戦の成功の要因であると考えており53、実際により文民の犠

牲の発生を抑制し得る比例原則の解釈の方が軍隊の指揮官には望ましいと思われる。 

   そこで、本節ではこの「合理的な指揮官」基準と主観的基準とを比較して、「合理

的な指揮官」基準が比例原則の適用において、主観的基準よりも有効に作用し得るか

どうかについて検討する。この際、有効に作用するか否かという評価は、何れがより

少なく文民の犠牲を抑えて軍事作戦の目的を達成しているのかという観点から評価す

る。この分析の結果、「合理的な指揮官」基準が主観的基準よりも有効である―より

少なく文民の犠牲を抑えて軍事作戦の目的を達成できている―ことが明らかになれ

ば、「合理的な指揮官」基準はその有効性ゆえに軍隊の行為規範として用いられる可

能性が高いと考えられる。以下において示す実際の付随的損害の発生の結果から、上

記の意味での有効な解釈が「合理的な指揮官」基準であるならば、軍隊の指揮官はこ

の解釈を用いて付随的損害の予測を行うことになり、そうなれば、この解釈に基づく

国家実行が将来的に蓄積され、この基準が慣習国際法上の比例原則の解釈として形成

される可能性が高いと考えられることになる。 

   以下では、ロシアとイスラエル、米国の3つの国を取り上げて上記の検討を行う。

主観的基準を採用しているロシアと、「合理的な指揮官」基準を採用しているイスラ

エル、米国との国家実行を比較し、何れの基準がより少なく文民の犠牲を抑えて軍事

作戦の目的を達成しているのかを明らかにする。 

  (1) ロシア軍の攻撃における文民の犠牲の状況 

    主観的基準を採用しているロシアは、2015年からシリア内戦に介入を始めている
54。ロシア軍はこの内戦においてシリア全土で大規模な空爆を実施しており、多数

の文民が巻き込まれていると言われている。ロシア軍はテロリストのみを攻撃して

いると主張しているものの、多数の文民や民用物がロシア軍の空爆などに巻き込ま

れているとされる報道がなされている55。 
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    こうしたシリア内戦におけるロシア軍の攻撃での文民の被害について、アムネス

ティ・インターナショナルは独自に調査を行っており、2015年12月に調査結果をレ

ポートで明らかにしている。その調査によれば、2015年9月から12月にかけてシリ

アの5つの州で起きた25件以上の攻撃を調査し、目撃者などから検証を行い、その

結果、少なくとも200人の文民と約10人の戦闘員が死亡したことを明らかにしてい

る56。このレポートの内容が正しければ、ロシア軍は相手の戦闘員を1名殺害する

度、20名近くの文民を犠牲に巻き込んでいることとなる。この様なシリアでのロシ

ア軍の攻撃によって多数の文民が巻き込まれているという事実は多数報告されてお

り、その中には、ロシア軍のクラスター爆弾が人口密集地域において使用されてい

るとの報告も存在している57。 

この他にも、シリアにおけるロシア軍の攻撃による文民や民用物に対する被害の

大きさは他の研究機関によっても報告されている。米国の中東研究所（Middle East 

Institute）は、2020年にシリア内戦の当事国の攻撃による文民死者の発生について調

査している。調査によれば、2019年9月から2020年11月までにシリア北東部で実施

された空爆と砲撃の実行国の割合は、シリア政府軍によるものが全体の72パーセン

トを占め、ロシア軍は全体の17パーセントに留まっていたにもかかわらず、文民死

者の原因の割合では、シリア政府軍によるものが全体の52パーセントである一方、

ロシア軍によるものが全体の39パーセントを占めていた。同研究所は、こうした数

値から、ロシア軍は重大な付随的損害を引き起こしている可能性が高いと指摘して

いる58。 

   また、こうしたロシア軍の攻撃による文民に対する被害の大きさについては、シ

リア内戦以外でも報告されている。ロシアは、2022年2月よりウクライナとの間で

武力紛争を行っているが、この武力紛争では、ウクライナの文民が多数犠牲となっ

ており、そうした状況を国連の人権高等弁務官事務所が調査している。調査によれ

ば、2022年2月24日から2023年6月30日までの文民の犠牲の状況が示されており、こ

の間に、ウクライナの文民が9177人殺害され、15993人負傷したことを明らかにし

ている59。この点について、米国の調査団体である武力紛争の位置と事案のデータ

プロジェクト（ACLED）が英国の報道機関であるBBCと共同してウクライナにおけ

る犠牲者に関し、2022年7月に分析を発表しており、その発表では、ウクライナで

の紛争犠牲者の3分の1以上がロシア軍の攻撃に巻き込まれて殺害された文民である

ことが明らかにされている60。 

   さらに、英国の調査団体であるエアウォーズ（Airwars）がこのウクライナにおけ

る武力紛争を調査しており、その調査の中で、2022年2月24日から5月13日までの間

にハリコフにおけるロシア軍の攻撃による犠牲者の割合を明らかにしている。この

調査ではロシア軍の攻撃によって犠牲者が発生した200件の事案が分析されてお

り、この事案の94.5パーセントが文民の犠牲者で占められ、残りの5.5パーセントが

戦闘員や軍事目標であったとされている。この調査によれば、軍事目標の破壊と文

民の被害の割合が概ね1対20となっており、上記したシリア内戦においてアムネス

ティ・インターナショナルが明らかにした戦闘員と文民の被害の割合に近い数値を

示している61。 

   以上を踏まえると、ロシア軍は武力紛争において多数の文民の付随的損害を発生
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させている可能性が高く、シリア内戦に至っては戦闘員対文民の死者の割合が1対

20にまで数値が達していた可能性がある。この死者の割合が軍事的目的を達成する

ために必要であったならば、比例原則に違反していると判断することはできない

が、主観的基準を採用している国が武力紛争においてどの程度の付随的損害を発生

させるのかを理解するための重要な数値であると思われる。 

  (2) イスラエル軍の攻撃における文民の犠牲の状況 

イスラエル軍はガザ地区において度々ハマスなどの武装集団と衝突しており、複

数の機関がこの武力紛争について調査している。2014年7月から、イスラエル軍は

「境界防衛」作戦（Operation Protective Edge）をガザ地区において実施しており、

同年8月26日まで実施されたこの作戦に関し、国際連合人道問題調整事務所はこの

紛争における犠牲者について調査している。調査によれば、イスラエル軍の攻撃に

より、ガザ地区の文民が1648名殺害されていることが明らかにされている。この間

の武装集団の犠牲者の数は479名であり、武装集団と文民の犠牲者の割合は概ね1対

3.4となっている62。 

この作戦における犠牲者に関しては、イスラエル外務省も調査結果を報告書とし

てまとめており、報告書では、2125名のパレスチナ人がこの紛争で死亡し、その

内、全体の44パーセントが武装集団で、文民は全体の36パーセントであったとされ

ている。残りの20パーセントは未分類であるとされる。この報告書に従えば、武装

集団と文民の犠牲者の割合は概ね1対1となる63。 

この他にも、2021年にはハマスなどの武装集団によるイスラエルに対するロケッ

ト弾攻撃に対し、同年5月10日から21日までの11日間にわたり、イスラエル軍は

「壁の守護者」作戦（Operation Guardian of the Walls）を実施し、ハマスなどの武装

集団を攻撃している。この紛争に関しても前出のエアウォーズは調査しており、そ

の調査をまとめた報告書の中では、「約1,500回に及ぶイスラエル軍の空爆と砲撃

は、武装勢力、 武器、インフラを標的とし、イスラエル軍は100人の武装勢力を殺

害したと発表した。エアウォーズは、現地で報告された128件の文民被害を確認

し、その間に最大214人の文民が死亡したとされる。現地の報告に基づく我々の現

在の理解では、151人から192人の文民がイスラエル軍の攻撃によって殺害された。

さらに612人から847人のパレスチナ人が負傷し、その多くが重傷を負った」と記述

されている64。この調査の内容を踏まえれば、武装勢力の殺害に対して文民の死亡

者の割合は概ね1対2であり、文民の負傷者をこれに含めると最大で1対10にまで文

民の被害の値が上昇する。 

以上を踏まえると、イスラエル軍は武力紛争において「合理的な指揮官」基準を

適用して戦闘を行っていたと考えられるが、イスラエル軍の攻撃によって発生した

相手の武装集団と文民の被害の割合については概ね1対1から最大で1対10の値を示

しているということが分かる。 

  (3) 米軍の攻撃における文民の犠牲の状況 

米国は、2000年代より自国軍隊を使用して標的殺害と呼ばれる攻撃方法によって

テロリストを殺害している。この標的殺害に関して2010年に国連人権高等弁務官事

務所が作成した『超法規的または恣意的な処置に関するフィリップ・アルストン報

告書：補遺』の定義に基づくと65、「攻撃側が事前に特定した個人、または、複数
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人に対し、意図的かつ計画的に殺傷力を行使することである」とされ、米国はこの

方法により、アフガニスタンなどにおいてテロリストに対して軍事力を行使してき

た。 

こうした攻撃において発生している文民の犠牲の状況に関して、複数の米国の

NGOが調査を行っている。2011年にパキスタンで行われた米国の標的殺害に関し

て、New America Foundation（以下、「NAF」）、Long War Journal（以下、

「LWJ」）、Bureau of Investigate Journalism（以下、「BIJ」）、Columbia Law 

School’s Human Rights Clinic（以下、「CHRC」）がそれぞれ調査を行い、その調査

に基づく文民の犠牲の状況をまとめたものが表2となる66。 

 

表2 

区 分 NAF LWJ BIJ CHRC 

戦闘員の死者 303 – 502 405 ― 330 – 575 

文民の死者 57 – 65 30 52 - 146 72 – 155 

不 明 32 – 37 ― ― ― 

全体の死者 392 – 604 435 447 - 660 456 – 661 

死者全体におけ

る文民の割合 
9% - 17% 7% 8% - 33% 11% - 34% 

 

   上記の数値を見ると、米軍の攻撃によって殺害された死者の内、少なくとも7パ

ーセントから最大で34パーセントの割合で文民の死亡が発生していたことが分か

る。標的殺害という、ある特定の軍事目標に標的を絞った特殊な方法で米軍がテロ

リストを殺害した結果であるが、現代の武力紛争においてどの程度まで文民の犠牲

を抑制して軍事作戦の目的を達成できるのかを理解するための数値を示していると

考えられる。 

  (4) 小 括 

   以上で見た様に、シリア内戦などにおいて、ロシア軍は相手の戦闘員を攻撃する

際に、その約20倍の文民の犠牲を発生させていた可能性が高い。一方、イスラエル

軍はガザ地区における武力紛争において、武装集団を攻撃する際に、最大で約10倍

の文民の犠牲を発生させていた可能性がある。米軍は標的殺害と呼ばれる方法でテ

ロリストを殺害しており、標的の殺害と文民の犠牲の割合は最大で約1対0.4であ

る。 

   これらの国の状況を比較すると、主観的基準を採用するロシアよりも「合理的な

指揮官」基準を採用するイスラエルや米国の文民の犠牲の割合の方が低いことが分

かる。ロシアとイスラエル2ヶ国の文民の犠牲の割合では、ロシアはイスラエルよ

り約2倍もの犠牲を文民に対し被害を与えている。米国との比較に至っては、標的

殺害という特殊な方法を差し引いて見ても、約50倍もの差があり、ロシア側の文民

の犠牲の大きさが目立つ。こうしたことから、主観的基準よりも「合理的な指揮

官」基準の方がより少ない付随的損害で軍事的目的を達成することができる可能性

が高いと言えるのではないかと思われる。 

   この様な主張に対し、米軍やイスラエル軍がロシア軍よりも高度な技術水準の兵
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器を使用しており、兵器の技術水準の差がこうした結果の差を生んでいるとの批判

が有り得ると思われるが、ロシアは米国に次ぐ主要な兵器輸出国であり、現代の国

際社会において他国と遜色のない技術水準の兵器を製造していると考えられる。こ

のため、ロシア軍が技術水準の低い兵器を使用している結果、イスラエルや米国と

の間にこうした差を生み出しているとは考えにくい67。敵対行為の手段にこうした

結果の差を生み出す原因があるというよりも、敵対行為の方法に文民の犠牲を大き

くさせてしまう原因があると考えることが妥当であると思われる。そして、ロシア

は何れの紛争においても軍事目標のみを攻撃していると主張し68、かつ、米国、イ

スラエル、ロシアの予防原則に関するマニュアル上の記述の内容に大きな差が見受

けられないことを踏まえれば69、文民の犠牲の大きさに差が開いているのはロシア

軍の比例原則の適用に原因があるのではないかと推測される。 

   こうした検討を踏まえると、主観的基準を適用して戦う軍隊よりも、「合理的な

指揮官」基準を適用して戦う軍隊の方がより少ない文民の犠牲で軍事作戦の目的を

達成する可能性が高いと考えられる。それゆえ、軍隊の指揮官としては、主観的基

準よりも有効と考えられる「合理的な指揮官」基準の方を軍隊において用いること

になるのではないかと考えられる。さらに、以上の検討を踏まえると、軍隊の指揮

官にメリットを与える「合理的な指揮官」基準が慣習国際法上の比例原則の解釈と

して今後形成されていく可能性が高いのではないかと思われる。 

 

５．結 論 

   本稿では、比例原則の評価基準の解釈として主張されている「合理的な指揮官」基

準が、行為規範として軍隊の指揮官に用いることができるのかという問題認識の下に

分析を実施してきた。第3節では各国のマニュアルなどを分析し、米国、デンマー

ク、イスラエルがこの基準を採用しており、「合理的な指揮官」基準を指揮官の行為

規範として用いることができるのではないかとの小括を導いた。そして第4節では、

主観的基準と「合理的な指揮官」基準を定量的に比較し、イスラエルや米国がロシア

よりもより少ない文民の犠牲によって軍事作戦の目的を達成しており、「合理的な指

揮官」基準が主観的基準よりも軍隊の指揮官の行為規範として用いられる可能性が高

いとの小括を得た。「合理的な指揮官」基準は、複数の国の軍隊のマニュアルで既に

用いられており、この解釈を軍隊の指揮官が用いるメリットも存在している。 

以上における検討を踏まえれば、国際刑事裁判などを通じ裁判規範として発達して

きた「合理的な指揮官」基準という慣習国際法上の比例原則の解釈を、軍隊の指揮官

の行為規範として用いることができる―国際刑事法における解釈を国際人道法の分野

に持ち込むことができる―のではないかと考えられる。さらに、未だ数か国の軍隊の

マニュアルでしか明確に採用されておらず、慣習国際法の比例原則の解釈であるとは

言えないものの、複数の主要な国がこの解釈に実質的に近い内容を採用しており、ま

た、前節での二つの解釈の比較から、主観的基準よりも「合理的な指揮官」基準こそ

が今後の慣習国際法上の比例原則の解釈として形成されていく可能性が高いのではな

いかと思われる。 

ただし、前節におけるロシアの実行の分析に関しては、上記とは別の観点からの批

判が予想される。2022年2月からロシアはウクライナと武力紛争を行っているが、ロ
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シア軍はその武力紛争の中において故意に文民を殺害しているとの指摘がなされてい

る。調査によれば、ロシア軍はウクライナのブチャにおいて占領した地域の文民に対

して、違法な殺害、拷問などの行為を行ったことが明らかにされており70、ロシア軍

の実行について考える場合、比例原則の適用以外にも文民の犠牲を大きくさせる原因

があり得るのではないかと思われる。本稿の分析においては言及できなかったが、ロ

シア軍をはじめとした各国において、どの程度所属する戦闘員に対して国際人道法を

徹底させているのか、そして、そうした要因がどの程度文民の犠牲の発生に関係して

いるのか、こうした国際人道法に関する教育状況などの観点からも今後分析を深める

必要があるのではないかと思われる。 
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